
 

滋賀県がん診療連携協議会 議事結果報告書 

 

会 議 名 令和3年度 滋賀県がん診療連携協議会 がん登録推進部会 

開 催 期 間 令和3年7月5日（月）～7月12日（月）  

開 催 方 法 電子メールによる意見交換 

委 員 【委員】 

滋賀県立総合病院       山本 秀和  （部会長） 

滋賀医科大学医学部附属病院  稲富 理 

滋賀医科大学医学部附属病院  入山 侑香 

大津赤十字病院        石戸谷 哲 

大津赤十字病院        森  明子 

公立甲賀病院         八木 勇紀 

公立甲賀病院         柏本 弘美 

彦根市立病院         龍見 謙太郎 

彦根市立病院         志井 千明 

市立長浜病院         西田 淳史 

市立長浜病院         神部 百合子 

高島市民病院         武田 佳久 

高島市民病院         大橋 信也 

市立大津市民病院       戸田 省吾 

市立大津市民病院       寺田 貴子 

草津総合病院         伊藤 良治 

草津総合病院         福山 歩美 

済生会滋賀県病院       片山 政伸 

済生会滋賀県病院       福森 亮介 

近江八幡市立総合医療センター 門谷 弥生 

近江八幡市立総合医療センター 大西 真 

長浜赤十字病院        丹後 泰久 

長浜赤十字病院        長  順子 

東近江総合医療センター    太田 裕之 

東近江総合医療センター    太田 悦子 

滋賀県がん患者団体連絡協議会 柳田 英代 

滋賀県健康医療福祉部     野坂 明子 

滋賀県立総合病院       木村 和真 

【事務局】 

滋賀県立総合病院       柳  香里 

滋賀県立総合病院       米澤 寿裕 

（敬称略） 

議 事 概 要 1. 新委員紹介 

 

【審議事項】 

2. 令和3年度事業計画（アクションプラン）について 

アクションプランの目標は「がん登録実務のスキルアップおよびがん登録の標準化と精

度向上の推進」で、実施する施策は6年計画のため前年度と同じである。年間スケジュー

ルは部会2回、研修会3回計画。部会は2回とも電子メールにて意見交換。研修会は集合研

修を予定しているが、新型コロナウイルス感染症の状況を確認し、変更または中止にな

る可能性もある。 

 



 

2020年全国集計提出前チェックおよび提出後収集について、全国集計の提出期間（拠点）

7月5日～8月6日、（支援）8月10日～9月10日。全国集計を国立がん研究センターへ提出後

は全国がん登録の提出も速やかに行っていただきたい。全国がんオンラインシステムの

チェック強化によりエラーが出やすくなっている。相互チェックの日程は、データ配布

6月21日、相互チェック後データ収集は6月29日、まとめを9月24日の実務者研修会で行

う予定。 

 

3. 今年度のＰＤＣＡについて 

今年度のテーマは引き続き「がん登録情報の利活用」とする。プランは「がん情報の利

活用事例数」とし、それに向けて情報活用のための統計研修会の計画、また各施設の統

計についてアンケートも行い部会での報告を予定している。 

 

【報告事項】 

4. 都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会がん登録部会報告 

予後付き集計（2009年症例10年予後、2014年症例5年予後）は全施設7月5日～8月6日ま

で。全国集計は、開始日は拠点病院等7月5日～8月6日、都道府県推薦病院と任意施設8月

10日～9月10日である。QI研究は7月31日の予定で、データ収集期間は申し込み後から8

月31日の予定である。今年度のQI研究データ収集期間を早めている。未実施理由の依頼

時に集計結果が出るのが遅いという意見があったため。 

 

ICD-O-3.2の導入について、院内がん登録では2020年症例から導入となっている。全国

がん登録では当面の間ICD-O-3.1を継続使用となる。全国集計提出時に全国がん登録提

出用データが作成されるが、ICD-O-3.1に変換されて作成されるためデータを修正する

必要はない。2022年または2023年症例より全国がん登録もICD-O-3.2を採用することを

検討している。決まり次第国立がん研究センターより通知がある。 

 

全国がん登録データを用いての生存確認情報の結果はカルテに転記することは禁止で

ある。このことについて制約が厳しいとの意見もあり。今年がん登録推進法施行後5年

目となり検討や必要な措置を講ずる時期である。国立がん研究センターより厚生労働省

へ課題等を提出済である。内容は厚生労働省ＨＰにある厚生科学審議会に掲載されてい

る。（第15回厚生科学審議会がん登録部会令和2年11月25日開催） 

 

患者にとっては「院内がん登録全国集計データの活用法案」について、病院における活

用による医療の質の向上と患者/家族の医療機関の選択に資するが特に期待されるとこ

ろである。 

国立がん研究センターが公表している「院内がん登録生存率集計結果閲覧システム」を

利用してみた。データはその当時のもの、日々医療の進歩に支えられていることを実感

し希望がもてた。観血的治療の実施別だけでなく他の治療法との組み合わせでも検索で

きることを期待する。（滋賀県がん患者団体連絡協議会） 

 

 

5. 2019年症例の集計結果 

2019年診断全国集計提出データにて作成した。施設別集計では登録数推移は多少の増減

はあるが目立った変化はなし。症例区分内訳ではほとんどの部位で初回治療を行ってい

る割合が約80%の結果となった。治療なし理由調査について2017年症例から開始したが、

理由がほぼ固定されており特に調査の多い子宮頸がんについては診断時妊娠中その後

手術という結果が多かった。調査には労力も必要であり新型コロナウイルス感染症で業

務が増えていることが想定され、今回は中止とさせていただいた。次年度からは結果が

同じことからこの調査は終了とさせていただく。 

 



 

昨年度からのコロナ禍が、がんの診断や治療にどんな影響を及ぼしているのか今後のデ

ータが大変気になる。（滋賀県がん患者団体連絡協議会） 

 

6. その他 

「がん情報しが」をより県民の使いやすいサイトにしてほしい。例えば「地域がん登録」

というものはあるのか、いくつか気になることがある。 

「院内がん登録生存率集計結果閲覧システム」については、「がん情報サービス」にいけ

たとしても「院内がん登録生存率集計結果閲覧システム」には知らないとたどり着けな

い。適切な説明とリンクをお願いしたい。（滋賀県がん患者団体連絡協議会） 

 

→「がん情報しが」は見やすくする工夫の検討を滋賀県健康医療福祉部と現在も協議し

ており、新しく統計データが掲載されている。 

地域がん登録は医療機関から任意の届出によるものであった。がん登録等の推進に関す

る法律に基づき、平成28年1月から全国がん登録として開始された。全国がん登録にな

ってからはすべての病院と指定診療所に届出が義務づけられ届出漏れがなくなり、より

正確にがん罹患の状況を把握できるようになっている。 

「院内がん登録生存集計結果閲覧システム」「がん情報サービス」とも国立がん研究セ

ンターが運営しているサイトである。（事務局） 

 

 

 

 

  

以上のとおり報告します。                          令和3年7月26日 

滋賀県がん診療連携協議会 会長 様 

 

がん登録推進部会 部会長 山本 秀和 


